
 

福島県再生可能エネルギー等導入促進支援事業費（再生可能エネルギーに係るもの） 

（福島県太陽光パネルリサイクル推進補助金交付事業） 

取扱要領 

 

（趣旨） 

第１条 県が行う「PV パネルリユース・リサイクル推進モデル事業」の一環として、県内で発生する使用

済太陽光パネルの適切なリサイクルを推進するため、使用済太陽光パネルのリサイクル処理を県が別途

認定する産業廃棄物中間処理業者に委託する場合の費用について、予算の範囲内において補助金を交付

するものとし、その交付に関しては、福島県補助金等の交付等に関する規則（昭和４５年福島県規則第１

０７号。以下「規則」という。）、福島県再生可能エネルギー等導入促進支援事業費（再生可能エネルギー

に係るもの）（福島県太陽光パネルリサイクル推進補助金交付事業）交付規程及びこの要領の定めるとこ

ろによる。 

 

（定義） 

第２条 この要領において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

（１）使用済太陽光パネル 

太陽光を電気に変換する機能をもったデバイスであって、その規格・種類・用途等を問わず、廃棄物

として排出されるものをいう。なお、対象となる構成部材は、アルミフレーム、ガラス、セル/EVA シ

ート、ケーブルを含む J-BOX までとし、架台やパワーコンディショナ、蓄電池等の付帯設備は含まな

い。 

（２）リサイクル処理 

   使用済太陽光パネルリサイクル処理専用設備により構成部材ごとに分離し、再生利用（資源化）を行

える状態にすることをいう。 

（３）所有者 

   使用済太陽光パネルの所有者をいう。 

（４）排出事業者 

所有者又は太陽光発電所の所有者から管理を委任されている者から、使用済太陽光パネルの廃棄を

請け負った事業者をいう。 

（５）補助事業者 

   県からの補助を受け、PV パネルリユース・リサイクル推進モデル事業における福島県太陽光パネル

リサイクル推進補助金交付事業を行う者をいう。 

（６）交付申請者 

   補助事業者に対して補助金の交付申請を行う者をいう。 

（７）リサイクル補助金 

   補助事業者が交付申請者に交付する補助金をいう。 

 

（リサイクル補助金の対象事業） 

第３条 リサイクル補助金の対象となる事業（以下「リサイクル補助対象事業」という。）は、県が別途認

定する産業廃棄物中間処理業者に委託し、県内から排出された使用済太陽光パネルのリサイクル処理を

行う事業とする。なお、交付申請者が排出事業者の場合は、次の要件を全て満たすものとする。 



 

（１）使用済太陽光パネルの所有者又は所有者から管理を委任されている者へ、使用済太陽光パネルをリサ

イクル処理することを説明すること。 

（２）使用済太陽光パネルの所有者又は所有者から管理を委任されている者へ、使用済太陽光パネルのリサ

イクル処理についてリサイクル補助金を受給することを説明すること。 

 

（リサイクル補助金の交付対象者） 

第４条 リサイクル補助金の交付対象となる者は、リサイクル補助対象事業を行う所有者又は排出事業者

であって、次に掲げる要件を全て満たす者とする。 

（１）リサイクル補助対象事業の実施に係る経費について、国、地方公共団体等から補助金等の交付を受け

ていない者であること。 

（２）県税の未納がないこと。 

（３）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する

暴力団員又は暴力団関係事業者（暴力団員が実質的に経営を支配する事業者、その他同法同条第２号に

規定する暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する事業者をいう。）に該当しないこと。 

 

（リサイクル補助対象経費及び補助額） 

第５条 補助の対象及び補助額は、次のとおりとする。 

（１）補助対象経費 

   リサイクル補助金の交付対象となる経費は、使用済太陽光パネルのリサイクル処理を目的に県が認

定する産業廃棄物中間処理業者へ処理委託するために要する費用とする。 

（２）補助額 

   リサイクル補助金の交付額は、使用済太陽光パネルの重量（ｋｇ）に１００円を乗じて得た額の範囲

内で知事が定める額とし、交付申請１件につき交付額の上限は５０万円とする。 

 

（リサイクル補助金の交付申請） 

第６条 交付申請者は、補助金の交付を受けようとするときは、第１号様式（補助金交付申請書）に別表第

１の書類を添えて補助事業者に提出しなければならない。なお、提出部数は２部（正本１部、副本１部）

とするが、副本については、電子データによる提出を認める。 

２ 補助事業者は、前項の補助金交付申請書の提出があった場合は、第４条に定める補助金の交付対象者に

適合すると認められるもののうちから、先着順に受理する。ただし、補助金交付申請書の提出時点で不備

のあるものに当たっては、当該不備に係る補正が完了した時点で提出されたものとする。また、不備のあ

る書類について、補助事業者が交付申請者に修正を求めた日の翌日から起算して３０日以内に交付申請

者が当該不備の修正を行わないときは、その申請を撤回したものとみなす。 

３ 補助事業者は、受け付けた補助金交付申請書に係る補助金の額の合計が予算の限度に達したときは、補

助金交付申請の受付を停止するものとする。この場合、予算の限度を超えた受付日をもって申請の受付を

停止するとともに、その翌日の受付日以降の補助金交付申請は受理しないこととする。また、予算の限度

を超えた日に複数の補助金交付申請があった場合は、当該複数の補助金交付申請書の中から抽選を行い、

予算の限度を超えない範囲で補助金交付申請の受付を決定するものとする。 

 

（交付の条件） 



 

第７条 次に掲げる事項は、交付の決定をする際の条件となるものとする。 

（１）交付申請者は、補助の対象となる事業の収支に関する帳簿を備え、領収書等関係書類を整理し、並び

にこれらの帳簿及び書類を補助金の交付を受けた日の属する会計年度の終了後５年間保存しておかな

ければならないこと。 

（２）知事及び補助事業者は、リサイクル補助金の交付業務の適正かつ円滑な運営を図るため、必要に応じ

て交付申請者等に報告若しくは資料の提出を求め、又は現地調査等を行うことができること。 

（３）補助事業者は、交付申請者が次のいずれかに該当するときは、リサイクル補助金の交付の決定の全部

又は一部を取り消すことができること。 

ア 虚偽の申請その他の不正行為によりリサイクル補助金の交付を受け、又は受けようとしたとき。 

イ 規則、この要領又は関係法令に違反する行為があったとき。 

（４）前号によりリサイクル補助金の交付を取消した場合には、交付申請者に対し期限を定めて当該取消し

に係る部分の補助金を返還させることができること。 

 

（リサイクル補助金の交付等） 

第８条 補助事業者は、交付申請者の補助金交付申請書を受理した後、その内容を審査し、これを適正と認

めるときはリサイクル補助金の交付決定及び額の確定を行い、第４号様式（交付決定及び額の確定通知）

により交付申請者に通知する。 

２ 補助事業者は、前項の通知後３０日以内に交付申請者に対しリサイクル補助金を支払うものとする。 

 

（交付申請の取下げ） 

第９条 交付申請者は、前条第１項による交付決定の内容又はこれに付された条件に不服があるときは、補

助金の交付申請を取下げることができる。 

２ 前項の取下げを行うときは、前条第１項による通知を受理した日から起算して７日を経過した日まで

に、第５号様式（取下げ書）を補助事業者に提出しなければならない。 

 

（交付決定の取消し等） 

第１０条 補助事業者は、交付申請者が次のいずれかに該当すると認めたときは、知事がやむを得ないと認

める場合を除き、リサイクル補助金交付決定の全部又は一部を取消し、また、既に交付したリサイクル補

助金の全部又は一部の返還を命ずることができる。 

（１）虚偽の申請その他の不正行為によりリサイクル補助金の交付を受け、又は受けようとした場合 

（２）規則、この要領又は関係法令に違反する行為があった場合 

２ 補助事業者は、前項の取消しを決定したときは、第６号様式（交付決定取消通知書）により交付申請者

に通知するものとする。 

３ 補助事業者は、第１項の規定による取消しをした場合において、その取消しに係る部分に関し、既にリ

サイクル補助金が交付されているときは、期限を付して当該補助金の全部又は一部の返還を請求するも

のとする。 

４ 補助事業者は、前項の返還を請求したときは、当該補助金の受領の日から納付の日までの日数に応じ

て、当該補助金の額（その一部を納付した場合におけるその後の期間については、既納付額を控除した額）

につき年１０.９５パーセントの割合で計算した加算金を併せて交付申請者から徴収できるものとする。 

５ 補助事業者は、交付申請者が、返還すべきリサイクル補助金を第３項に規定する期限までに納付しなか



 

ったときは、納期限の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額につき年１０．９５パーセント

の割合で計算した延滞金を徴収できるものとする。 

６ 補助事業者は、納付された補助金及び加算金並びに延滞金を県に納付しなければならない。 

 

（効果検証等への協力） 

第１１条 交付申請者がリサイクル補助金の交付を受けた場合は、県が効果検証等のために実施するヒア

リングやアンケート等の調査に協力するものとする。 

 

（個人情報に関する事項） 

第１２条 補助事業者がリサイクル補助金の交付業務に関して交付申請者から取得した個人情報は、PV パ

ネルリユース・リサイクル推進モデル事業及び福島県太陽光パネルリサイクル推進補助金交付事業に係

る業務以外には利用しないものとする。 

 

（その他） 

第１３条 補助金の交付等に関しては、この要領によることとし、その他必要な事項は、別に定める。 

 

  附則 

  この取扱要領は、令和７年５月１３日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別表第１ 交付申請に必要な提出書類（第６条第１項関係） 

No. 提出書類 様式等 

交付申請者種別 

備考 排出 

事業者 
所有者 

１ 補助金交付申請書 第１号様式 〇 〇  

２ 誓約書 第２号様式 〇 〇  

３ 確認書 第３号様式 〇 ― 原則、所有者の直筆署名とする。 

補助金交付申請書類には、記載内容を証明できる以下の資料を添付すること。 

４ 
産業廃棄物管理票（D票）の
写し 

 〇 〇 

同一の産業廃棄物管理票（D票）
により、排出事業者と所有者がそ
れぞれ交付申請することは認め
ない。なお、交付申請者が所有者
であって、産業廃棄物管理票を発
行していない場合（リサイクル処
理依頼先の排出事業者が産業廃
棄物管理票を発行している場合）
は、リサイクル処理依頼先の排出
事業者から産業廃棄物管理票（D
票）の写しを取得し、添付するこ
と。 

５ 振込口座が確認できる資料  〇 〇 

通帳の写し等。ただし、交付申請
者名義の口座に限る。なお、やむ
を得ず交付申請者と異なる名義
の口座への振込を指定するとき
は、理由書及びその関係性を明示
する資料を添付すること。 

６ 
県税に未納がないことの証
明書 

 〇 〇 

交付申請者の県税に係る納税証
明書を最寄りの地方振興局県税
部から取得すること。 
※写し可。申請者名義、申請日か
ら３ヵ月以内発行のもの。 

７ 

排出事業者が、太陽光パネル
の廃棄を所有者又は委任を
受けた管理者から請け負っ
たことが分かる資料の写し 

 〇 ― 

見積書、発注書・注文書、請書、
工事請負契約書等の写し 

８ 

所有者が、太陽光パネルの廃

棄を排出事業者に依頼したこ

とが分かる資料の写し 

 ― 〇 

９ 

廃棄が発生した太陽光発電所

の所有者であることが確認で

きる資料 

 ― 〇 

再生可能エネルギー発電事業計画

の認定通知書、売電関係書類 等 

※自家消費用に設置した太陽光発

電の場合は、必要資料を別途指示

する。 

10 
使用済太陽光パネルのメー
カー・型式に関する資料 

 〇 〇 

太陽光パネルに貼り付けられて
いる製品情報シールの画像、製品
カタログ 等 

11 

廃棄が発生した発電所の稼
働開始年又は使用済太陽光
パネルの使用開始年が分か
る資料 

 〇 〇 資料を添付できる場合のみ。 

12 
その他補助事業者又は知事
が必要と認める資料 

 〇 〇 必要な場合に提出すること。 



 

第１号様式（第６条第１項関係） 
 

交付決定番号 
※記入しないでください 

 

                            
 申請日：     年    月    日 

 
福島県太陽光パネルリサイクル推進補助金 

交付申請書 
 
（補助金交付事務団体の長 宛） 

 殿 
 
 

  年度において、福島県太陽光パネルリサイクル推進補助金の交付を受けたいので、福島県再生可能
エネルギー等導入促進支援事業費（再生可能エネルギーに係るもの）（福島県太陽光パネルリサイクル推進
補助金交付事業）取扱要領第６条第１項の規定により、下記のとおり申請します。 

記 
１ 補助金交付申請者 

商号又は名称  

代表者 職・氏名 職名：                氏名： 

所在地 

〒    － 

 

担当者 

所属・職・氏名 

所属： 

職名： 氏名： 

問い合わせ先 

（電話・電子ﾒｰﾙ） 

固定電話 ―          ― 

携帯電話 ―              ― 

電子メール ＠ 

交付決定通知書
の送付先 

※所在地と異な
る場合に記入 

（電子メールによる送付を希望する場合はその旨を記載すること。） 

 

〒    － 

 

 

２ 交付申請内容 

太陽光パネルの 

廃棄発生場所概要 

（☑入れる） 

① ☐ 個人住宅（屋根置き等） ② ☐ 個人所有（レジャー用等小型パネル） 

③ ☐ 社屋・店舗・工場・事業所（屋根置き等） ④ ☐ 太陽光発電所 

⑤ ☐ その他（                            ） 

太陽光パネル廃棄
発生事業場情報 

※県内であること 

排出事業場名称： 

排出事業場所在地：〒 

 

リサイクル処理先 

※福島県認定産業
廃棄物中間処理業
者であること 

名称： 

住所： 



 

補助対象事業の 

事業開始日 

（産業廃棄物管理票（D 票）の「交付年月日」とする） 

 

（西暦）         年       月       日 

 

太陽光パネル 

廃棄発生事由 

（所有者等に確認すること） 

 

 

 

太陽光パネルの 

廃棄枚数及び重量 

※補助対象分のみ 

（分かる場合のみ） 

 

枚数：        枚 

（産業廃棄物管理票（D 票）から転記） 

 

重量：         ｋｇ 

太陽光パネルの 

メーカー・型式 

 

メーカー： 

 

型式： 

発電所の稼働開始
年又は太陽光パネ
ルの使用開始年 

（所有者等に確認すること） 

 

（西暦）           年 

※１枚の産業廃棄物管理票に複数の廃棄発生場所の太陽光パネルをまとめた場合は、各項目に対する内訳が分かる 

ように番号を付したり、行を追加したりするなどして明記すること。なお、県外で廃棄が発生した太陽光パネル 

も含む場合、補助対象となるのは、県内で廃棄が発生した太陽光パネル分のみ。 

 
３ 太陽光パネルの所有者情報 

太陽光パネル 

の所有者情報 

① ☐ 個人    ② ☐ 法人・団体 

氏名又は 

商号・名称 
 

住   所 

 

〒 

 

 

※１枚の産業廃棄物管理票に複数の廃棄発生場所の太陽光パネルをまとめた場合は、所有者の内訳が分かるように 

番号を付したり、行を追加したりするなどして明記すること。 

 
４ 事業完了日 

 
 

 

※事業完了日は、産業廃棄物管理票（D 票）の「処分終了年月日」とする。 
 

５ 補助金の振込先（申請者名義の口座に限ります。） 

金融機関名 支店名 

  

金融機関コード 支店コード 

  

預金種目（☑） 口座番号（右詰め） 

☐普通 ・☐当座        

口座名義（カタカナ） 

 

 

西暦      年      月      日 



 

６ 補助金交付申請額 
 

 

 

※県内で発生し、福島県認定産業廃棄物中間処理業者へ搬入した使用済太陽光パネルの重量×100 円/kg 

（上限額 50 万円） 

 

 
７ 交付申請に当たっての確認事項（内容を確認の上、☑してください。） 

✓ 項目 

☐ 
リサイクル補助対象事業の実施に係る経費について、国・地方公共団体から補助金の交付を受けて
いません。 

☐ 
使用済太陽光パネルの所有者又は所有者から管理を委任されている者へ、使用済太陽光パネルを
リサイクル処理することを説明しました。 【排出事業者のみ】 

☐ 
使用済太陽光パネルの所有者又は所有者から管理を委任されている者へ、使用済太陽光パネルの
リサイクル処理についてリサイクル補助金を受給することを説明しました。 【排出事業者のみ】 

☐ 申請に当たり取扱要領を確認し、理解しました。 

☐ 記入した内容に虚偽はありません。 

☐ 
申請に必要な書類をすべて添付し、正本１部・副本１部（副本については電子データ可。）を作成
しました。 

☐ 申請に必要な書類一式（添付書類も含む）に不備や不足がある場合は速やかに提出します。 

 
８ 添付書類チェックリスト（内容を確認の上、☑してください。） 

✓ 項目 

☐ 誓約書（第２号様式）を添付しました。 【共通】 

☐ 確認書（第３号様式）を添付しました。 【排出事業者のみ】 

☐ 産業廃棄物管理票（D 票）の写しを添付しました。 【共通】 

☐ 
振込口座が確認できる資料（通帳の写し等）を添付しました。 【共通】 
※交付申請者と異なる名義の口座への振込を指定するときは、理由書及びその関係性を明示する
資料を添付。 

☐ 
県税に未納がないことの証明書を添付しました。 【共通】 
※写し可。申請者名義の納税証明であり、交付申請日から３ヵ月以内発行のもの。 

☐ 
排出事業者として、太陽光パネルの廃棄を所有者又は委任を受けた管理者から請け負ったことが
分かる資料の写しを添付しました。 【排出事業者のみ】 

☐ 
所有者として、太陽光パネルの廃棄を排出事業者に依頼したことが分かる資料の写しを添付しま
した。 【所有者のみ】 

☐ 
廃棄が発生した太陽光発電所の所有者であることが確認できる資料を添付しました。 
【所有者のみ】 

☐ 使用済太陽光パネルのメーカー・型式に関する資料を添付しました。 【共通】 

☐ 
廃棄が発生した発電所の稼働開始年又は使用済太陽光パネルの使用開始年が分かる資料を添付し
ました。 【共通】 
※資料を添付できる場合のみ。 

※様式はインターネットでダウンロードしたものを使用してください。 

※その他補助金交付事務団体の長又は知事が必要と認める書類を提出していただく場合があります。 

 

 

 

 

 

 

 円 



 

第２号様式（第６条第１項関係） 

誓 約 書 
 

（補助金交付事務団体の長 宛） 

 

 殿 

 

１ 福島県再生可能エネルギー等導入促進支援事業費（再生可能エネルギーに係るもの）（福島県太陽光パ

ネルリサイクル推進補助金交付事業）取扱要領（以下「要領」という。）第６条の規定に基づくリサイクル

補助金の交付の申請を行うに当たり、当該申請によりリサイクル補助金の交付を受けようとする者（法人

その他の団体にあっては、代表者、役員又は使用人その他の従業員若しくは構成員を含む。）が要領第４

条に規定する交付対象者に該当し、将来にわたっても該当するよう法令等を遵守することをここに誓約い

たします。 

２ 交付申請者は、民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）又は会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に

よる申立て等、補助対象事業の継続性について不確実な状況にないこと、税金の滞納がなく、刑事上の処

分を受けておらず、公的資金の交付先として社会通念上適切であると認められることを誓約いたします。 

３ 補助金交付事務団体の長又は知事が必要と認めた場合には、暴力団関係者であるか否かの確認のため、

福島県警察本部へ照会がなされることに同意し、下記に該当する暴力団関係者ではないことを誓約いたし

ます。 

 ※この誓約書における「暴力団関係者」とは、次に掲げる者をいう。 

  ・暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配する法人等に所属する者 

  ・暴力団又は暴力団員を雇用している者 

  ・暴力団又は暴力団員を不当に利用していると認められる者 

  ・暴力団の維持、運営に協力し、又は関与していると認められる者 

  ・暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる者 

４ 補助金交付事務団体の長から申請書の記載内容の不備を指摘された場合、その翌日から起算して 30 日

以内に、交付申請者又は申請書類に関する問い合わせ先から連絡がない場合は自動的に取下げになること

に同意します。 

５ 交付申請者は、補助対象経費について、本補助金以外に国 、地方公共団体等から他の補助金を受給し

ないことを誓約いたします。 

６ この誓約に違反又は相違があり、要領第１０条の規定により補助金交付決定の全部又は一部の取消し

を受けた場合において、同条に規定する補助金の返還を請求されたときは、これに異議なく応じることを

誓約いたします。 

７ 交付申請者は、補助金交付事務団体の長が本補助金の交付額の算定その他本事業の目的を達成するた

めに必要な範囲において、交付申請者に国、地方公共団体等から交付される補助金その他の給付金の額に

係る情報を国、地方公共団体等と協議の上、当該国、地方公共団体等から収集することに同意いたします。 

８ 本交付申請書は、事実に基づき、交付申請者の不利益にならない範囲において訂正される可能性がある

ことについて同意いたします。 

 

 以上の事項全てを満たすことを誓約いたします。 

    年    月    日  

（交付申請者）  住    所 

          商号又は名称 

          代 表 者 の 職 ・ 氏 名 

 



 

第３号様式（第６条第１項関係） 

 

確 認 書 
 

 

 私が所有（又は管理）する使用済太陽光パネルに関し、以下の本件交付申請者より、下記の事柄に関し

て説明を受け、内容を確認しました。 

 

 

交付申請者 

商 号 又 は 名 称  

担 当 者 氏 名  

 

 

記 

 

１ 廃棄する使用済太陽光パネルをリサイクル処理すること。 

 

２ 廃棄する使用済太陽光パネルのリサイクル処理に当たり、本件交付申請者が福島県太陽光パネルリサ

イクル推進補助金を受給すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

確認者署名欄 

商 号 又 は 名 称 

（個人の場合は氏名） 
 

代 表 者 職 ・ 氏 名  

担 当 者 氏 名  

連絡先（電話番号）  

                 ※原則、所有者の直筆署名とする。 

※個人の場合は、氏名及び連絡先のみ記入すること。 



 

第４号様式（第８条第１項関係） 

 

交付決定番号  

 

年   月   日 

 

（交付申請者）  

 

              様 

 

（補助金交付事務団体の長）  

 

 

福島県太陽光パネルリサイクル推進補助金交付決定及び額の確定通知 

  年  月  日付けで交付申請のありました    年度の福島県太陽光パネルリサイクル推進補

助金については、福島県再生可能エネルギー等導入促進支援事業費（再生可能エネルギーに係るもの）（福

島県太陽光パネルリサイクル推進補助金交付事業）取扱要領（以下「要領」という。）第８条の規定により、

下記のとおり交付決定及び交付額を確定しましたので、お知らせします。 

記 

１ 交付決定及び交付額 

交付申請額 交付決定額 交付額（確定） 

円 円 円 

２ 交付の条件 

（１）交付申請者は、補助の対象となる事業の収支に関する帳簿を備え、領収書等関係書類を整理し、並び

にこれらの帳簿及び書類を補助金の交付を受けた日の属する会計年度の終了後５年間保存しておかな

ければならない。 

（２）知事及び補助事業者は、リサイクル補助金の交付業務の適正かつ円滑な運営を図るため、必要に応じ

て交付申請者等に報告若しくは資料の提出を求め、又は現地調査等を行うことができる。 

（３）補助事業者は、交付申請者が次のいずれかに該当するときは、リサイクル補助金の交付の決定の全部

又は一部を取り消すことができる。 

ア 虚偽の申請その他の不正行為によりリサイクル補助金の交付を受け、又は受けようとしたとき。 

イ 福島県補助金等の交付等に関する規則（昭和４５年福島県規則第１０７号）、要領又は関係法令に 

違反する行為があったとき。 

（４）（３）によりリサイクル補助金の交付を取消した場合には、交付申請者に対し期限を定めて当該取消

しに係る部分の補助金を返還させることができる。 

 

※本件責任者及び担当者 

責任者氏名 

 担当者氏名 

 連 絡 先 



 

第５号様式（第９条第２項関係） 

 

年   月   日 

 

（補助金交付事務団体の長 宛） 

 

                殿 

 

 （交付申請者）                   

商 号 又 は 名 称                   

代表者職・氏名                   

 

福島県太陽光パネルリサイクル推進補助金交付申請の取下げ書 

  年  月  日付け交付決定番号    で交付決定及び額の確定の通知を受けた事業について、

補助金の交付申請を下記のとおり撤回したいので、福島県再生可能エネルギー等導入促進支援事業費（再生

可能エネルギーに係るもの）（福島県太陽光パネルリサイクル推進補助金交付事業）取扱要領第９条の規定

により提出します。 

記 

交付決定番号  

交付申請年月日 年       月        日 

取下げ理由  

担当者連絡先 

所 属： 

職 名： 

氏 名： 

連絡先： 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

第６号様式（第１０条第２項関係） 

 

年   月   日 

 

（交付申請者）  

 

              様 

 

（補助金交付事務団体の長）  

 

 

 

福島県太陽光パネルリサイクル推進補助金交付決定取消通知書 

  年  月  日付け交付決定番号    で交付決定及び額の確定を行った  年度の標記事業補

助金について、下記のとおり交付決定を取消すことに決定したので、福島県再生可能エネルギー等導入促進

支援事業費（再生可能エネルギーに係るもの）（福島県太陽光パネルリサイクル推進補助金交付事業）取扱

要領第１０条の規定により通知します。 

記 

１ 交付決定の取消し 

交付決定番号  

交付決定年月日 年       月        日 

取消し理由  

 

２ その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※本件責任者及び担当者 

責任者氏名 

 担当者氏名 

 連 絡 先 


